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介護事業所における外国人労働者の状況：

2017 年の事業所調査をもとに

加藤　善昌

要旨

本稿は、日本の介護事業所における外国人労働者の状況について分析したものである。分析

方法としては、2017 年の『介護労働実態調査』の事業所データを用いて、法人形態ごとにク

ロス集計表を作成して、受入れ状態と受入れにおいて懸念される課題について選択率を集計し

た。分析の結果、法人形態ごとに受入れている外国人労働者の国籍等において違いが確認され

た。また、受入れにおいて懸念されている課題について、特に非営利組織がコミュニケーショ

ンの課題を挙げている傾向が強かった。ただし、非営利組織においても、より詳細に区分して

みてみると差異がみられた。これは、非営利組織間においても、組織内外のコミュニケーショ

ンが異なることを示唆するものと考えられる。

キーワード ; 介護産業 , 法人形態 , 外国人労働者 , コミュニケーション

JELコード ; I11, J45, L22, L32

１．はじめに

現代の日本において、老後の生活は最も議論に上がるものの一つである1。そして、それを支え

るのは介護産業である。また、介護産業について議論されるうえで近年特に多いのが、外国人

労働者をめぐる環境である。他国との外交や経済状況より、日本においても外国人労働者の議

論は避けれない 2。しかし、日本ではいまだに外国人労働者についての議論は政策思想等によっ

て議論されることが多い。また、定量的分析もそれほど多くない。

そこで、本稿は 2017 年の介護事業所を対象として、外国人労働者をめぐる状況について分

析したものである。外国人労働者は、今後の日本の介護産業において不可欠かつその受入れは

非常に重要な政策課題である。ただし、介護事業所の供給するサービスや職場環境、そして、

形成戦略は法人形態ごとに大きく異なる。さらに、日本の介護産業は多くの法人形態が包摂さ

１例えば家森 （2017） においても、「最も重要と考えているライフイベント別の保険・金融知識」において、
最も該当者数が多いのが「老後生活の充実」であった。
２大和 （2019, 2020） や大和・澤田 （2022） を参照。
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れている3 。医療サービスは Arrow （1963） によって指摘されているように、情報の非対称性が

非常に重要な特徴としてあげられる。だが、介護サービスは他の医療サービスに比べて情報の

非対称性が強くない。そのため、営利企業の参入がサービスによっては見止まられている。し

たがって、これらの事業所の特徴に配慮することが、日本の介護産業についての分析では非常

に重要である。

本稿の構成は以下のようになっている。まず、2節では本稿で用いるデータについて簡単な

がらも説明する。そして、3節では介護産業における外国人労働者について、受入れ状況と受

け入れるうえでの課題について法人形態ごとのクロス集計表によって観察する。そして、日本

の介護産業における外国人労働者の受入れ状況について考察する。最後に 4節では、まとめと

今後の課題について述べる。

２．データ

本稿で使用するデータは加藤 （2023a, b） と同じく、『介護労働実態調査』のデータである。

このデータは介護労働安定センターが毎年、厚生労働省の委託のもとで行っているものである。

そして、筆者は東京大学社会科学研究所付属社会調査・データアーカイブ研究センター SSJデー

タアーカイブより、正式に申請したうえでデータを提供して頂いた。また、このデータの調査

年度は 2017 年度であり、データアーカイブ研究センター SSJデータアーカイブへの寄託者は

介護労働安定センターである。

なお、本稿はデータの二次利用であるうえに、個人情報を特定するものではない。そのため、

筆者の所属機関における倫理審査等を経る必要はない。

３先行研究例としては、Noguchi and Shimizutani （2007, 2009） 、そして、Suzuki and Shimizutani （2009）
を参照。また、非営利組織の特徴については Glaeser and Shleifer （2001） を参照。また、賃金との関連
については Borjas, et al. （1983） を参照。
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３．外国人労働者

３．１．外国人労働者の受入れ状態

まず、外国人労働者の有無からみていく。表 1は、事業所において 2017 年時点で外国人労

働者がいるかどうかを、法人形態ごとにまとめたものである。なお、法人形態のまとめ方は加

藤 （2023a, b） と同じである。

1 
 

 
 
 
 概して見てみると、全体の 91.4%の事業所は外国人労働者を雇っていないという結果になっ

た。一方で、社会福祉法人は 10.%の事業所に外国人労働者が在籍している結果となった。ゆ

えに、ここでも社会福祉法人の割合が高い結果となった。
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次に、EPA （経済連携協定） の受入れによる外国人労働者の有無をまとめたものを見てみよ

う4。表 2がそれである。なお、これ以降は表 1において「いる」と答えた事業所を対象とした

分析結果である。

2 
 

 
 
 
 受け入れた割合で最も多いのは社会福祉協議会であり、25.0%であった。ただし、受け入れ

た外国人の総数が12人であることを考慮すると、数値は参考とするのが妥当であるだろう。他

方、その次の社会福祉法人は、総受け入れ数が 153 人であるなかで 21.6%の 33人が EPAに

よる受入れである。したがって、実質的に最も多いのは社会福祉法人であるといえるだろう。

そして、もう一点の視点から考察すると、EPAの外国人を受け入れている事業所の多くは社会

福祉法人であるということである。他方、NPO法人や協同組合、そして、地方自治体は受入れ

数が 0人である。したがって、EPAによる外国人の受け入れ先はかなりの程度で偏りがあるの

が現状である。

４EPAの詳細については下野 （2016） を参照。
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次に、日系人の受入れ数を示したものが表 3である。

3 
 

 
 
 
 最も数値が高いのは、協同組合の 100%であるが、これは協同組合のなかで受け入れている

事業所の外国人がただ一人であり、その一人が日系人であることを示している。したがって、

この数値は参考とするのが望ましいだろう。さらに、その次に高いのが NPO法人の 22.2%で

あるが、表 2の社会福祉協議会と同様、母数が少ないことを考慮する。したがって、この数値

も参考とするのが望ましいだろう。くわえて、社団法人・財団法人の数値も同様に扱うのが望

ましいだろう。

そして、これらを考慮すると、最も数値が高いのは NPO法人の 22.2%であり、その次が医

療法人の 18.3%、三番目に高いのが社会福祉法人の 13.1%である。特に、医療法人は受入れ

総数 60人のうち 11人が日系人である。したがって、日系人は特に医療法人において受け入れ

られており、その次に NPO法人や社会福祉法人が受け入れているといえるだろう。

－4－ － 5－



次に、留学生・就学生の状況を見てみよう。表 4がそれである。

4 
 

 
 
 
 度数が特に低い地方自治体や「その他」、そして、社会福祉法人の少なさも考慮すると、最も

割合が高いのは民間企業と医療法人の 15.0%である。特に、民間企業は受入れ総数 213 人の

うち 32人が留学生・就学生である。したがって、民間企業は特に留学生・就学生の受入れが

多いといえるだろう。この理由としては、就業時間に制約のある留学生・就学生は民間企業で

働きやすいことが考えられる。
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そして、表 5は「その他」の外国人の受入れ状態である。

5 
 

 
 
 
 このように、ばらつきがあるものの多くの法人において 50%を超えている。したがって、各

法人において受け入れている外国人の国籍としては、上記の国籍以外の国が大半を占めている

といえるだろう。すなわち、欧米の外国人が日本の介護事業においてかなり高い割合で働いて

いることがうかがえる結果となっている。
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最後に、表 6に「無回答」の結果を記載する。

6 
 

 
 
 
 最も高い度数は、民間企業の 15人であった。ただし、全体として度数が少ないため、数値

は参考とするのが望ましいだろう。

以上のように、国籍と法人ごとに受入れ状態はばらつきがあるのがうかがえる。各法人が提

供するサービスの違いが、その理由であるだろう。よって、外国人の受入れも法人形態と結び

ついているといえる。

３．２．その他の国の外国人労働者

次に、その他の国の外国人労働者の状況を見ていく。なお、それぞれについてだが、表 7は

フィリピン、表 8はベトナム、表 9はインドネシア、表 10はブラジル、表 11はペルー、表

12は中国、表 13は韓国、表 14はその他、そして、表 15は総合での外国人労働者の受入れ

数である。ただし、表 7から表 14は「0人」も含めた表となっている。
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地方自治体を除き、各法人形態において「その他」のうちで最も受入れ数の多い国はフィリ

ピンであることがわかる。そして、営利企業においてその次に多いのが中国からの外国人労働

者であり、三番目が韓国からの外国人労働者である。一方、社会福祉協議会においては、最も

多いのはフィリピンからの外国人労働者であるが、その次がインドネシアからの外国人労働者、

そして、三番目が韓国からの外国人労働者である。そして、社会福祉法人についても、最も多

いのがフィリピンからの外国人労働者であり、その次に多いのがベトナムからの外国人労働者、

そして、三番目が中国からの外国人労働者となっている。このように、それぞれの法人形態ご

とに、二番目以降に多い外国人労働者の国籍は違うものとなっている。これは、各法人が提供

しているおもなサービスから起因していると考えられる。

そして、人数別にみてみると、ほとんどの事業所は 1人の外国人労働者であることがわかる。

すなわち、「その他」の国からの外国人労働者の多くは、少なくとも職場においては、日本人が

形成する共同体に所属せざるを得ない状況であることがわかる。ただし、営利企業や社会福祉

法人については、若干数ではあるが、複数名の外国人労働者を受け入れている事業所も存在し

ている。
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３．３．受入れ予定

ここからは、外国人労働者の受入れ予定を見ていく。まず、表 16は外国人労働者の活用予

定の有無を尋ねたものである。

16 
 

 
 
 
 このように、各法人形態で活用予定が大きく異なる結果となった。最も数値が大きいのは、社

会福祉法人で 26.9%であり、それに 15.3%の営利企業が続く。そして、最も数値が小さいの

は、地方自治体で 2.6%。そして、社会福祉協議会の 5.6%が続く結果となった。したがって、

民間の組織の方が外国人労働者の受入れに対して積極的であるのが表れている。これは、民間

の組織が提供すおもな介護サービスとも関連しているだろう。
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そして、次に EPAによる外国人労働者の受入れ予定をみてみよう。表 17がそれである。な

お、母数は受入れ予定の事業所数である。

17 
 

 
 
 
 これも、法人形態ごとに大きく数値が違う結果となった。まず、選択したのが最も高いのは

協同組合で 70.0%であった。ただし、度数の小ささを考慮すると、参考とするのが妥当である

だろう。そして、「その他」も同様に参考として考慮すると、これらの次に大きな数値であった

のが社会福祉法人の 49.9%であった。そして、その次に大きいのが社団法人・財団法人ではあ

るが、この数値も参考として考慮すると、社会福祉法人に実質的に続くのは 39.2%の医療法人

であった。よって、民間の非営利組織が特に積極的であるのがうかがえる結果である。
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次に、技能実習生の受入れ予定をみてみよう。表 18がそれである。

18 
 

 
 
 
 表 17と同様の見方をすると、最も数値が大きいのは実質的には 54.3%の社会福祉法人であ

り、それに 52.3%の民間企業が続く結果となった。ただし、度数でみてみると最も多いのは民

間企業であり 390 であった。また、NPO法人と医療法人の数値もばらつきはあるものの、40%

を越えるものであった。したがって、技能実習生の受入れに対しては民間の組織全般が今まで

の受入れに比べるとやや積極的なのが表れている。
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次に、日系人の受入れ予定をみてみよう。表 19がその結果である。

19 
 

 
 
 
 今までと同じ見方をすると、最も数値が大きいのは NPO法人で 42.9%であった。そして、

参考の数値を考慮すると社会福祉法人の 19.3%であった。これは、それぞれの組織が所在して

いる地域や企業文化から大きく影響を受けいている可能性が考えられる。
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次に、表 20は留学生の受入れ予定をまとめたものである。

20 
 

 
 
 
 今までと同じ数値の参考方法をとると、最も大きいのは NPO法人の 26.2%であり、最も小

さいのは 24.6%の社会福祉法人であった。したがって、留学生の受け入れについては今までの

外国人労働者に比べてばらつきがかなり小さいことがうかがえる。よって、留学生や就学生の

受入れに対しては、それぞれの組織のガバナンスや目的は影響を与えていないと考えられる。
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次に、「その他」の結果を見てみよう。表 21がそれである。

21 
 

 
 
 
 これも、ばらつきは他の外国人労働者に比べたらかなり小さい。ただし、社会福祉協議会は

45.5%が受入れ予定と回答している。これは、社会福祉協議会が他の組織とは違う事情から受

入れ予定があることを示している。
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最後に、参考ではあるが「無回答」の結果を表 22にまとめている。

22 
 

 
 
 
 若干のばらつきはあるが、各法人で大きな違いは見られない結果となった。

以上のように、それぞれの法人がどのような外国人労働者を受け入れる予定であるかは、か

なり差異がある。これは、それぞれの法人形態がどのような介護サービスを供給しているか、

さらに、それぞれの事業所がどのような地域に所在し、どのような企業文化を有しているかと

あわせて今後分析する必要があるだろう。
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３．４．受入れの課題

最後に、受入れにおいて懸念されている課題についてみていく。表 23は、受入れの課題と

して「日本人職員との会話等における意思疎通に支障がある」をあげている事業所の割合を示

したものである。

23 
 

 
 
 
この回答結果も、各法人で割合が大きく異なる結果となった。選択率が最も高かったのは、

協同組合の 52.3%であり、それに社会福祉法人が 52.1%で続く結果であった。そして、最も

低いのは「その他」の 37.2%を除くと、NPO法人の 39.6%であり、民間企業が 44.5%でそれ

に続く結果となった。これは、協同組合や社会福祉法人と NPO法人という広い意味で「非営利

組織」に該当する組織間でも異なる傾向を示している。この理由として、各法人間で従業員間

のコミュニケーションや職務に関連する権限の分担が若干異なる可能性があげられる。
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そして、次の表 24は「利用者等との会話等における意思疎通に支障がある」をあげている

事業所の割合を示したものである。

24 
 

 
 
 
 最も選択率が高いのは協同組合の 64.8%であり、それに社会福祉法人が 64.6%で続く結果

となった。そして、「無回答」を除くと最も選択率が低いのは NPO法人の 51.7%であった。こ

れも、先述の日本人職員との意思疎通における懸念と同じ結果となった。よって、同じ非営利

組織であってもコミュニケーションに対する意識は異なることが明らかになった。

－26－ － 27－



そして、表 25は「日本語文章能力・読解力の不足等により、介護記録の作成に支障がある」

をあげた事業所の割合である。

25 
 

 
 
 
 最も選択率が高いのは社会福祉法人の 63.4%であり、それに協同組合の 60.2%が続く結果

となった。そして、最も選択率が低いのは NPO法人の 45.0%であり、次に低いのは「その他」

以外では社団法人・財団法人の 48.0%であった。このように、「非営利組織」においてもこれ

までと同様に異なる傾向を示す結果となった。
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さらに、表 26は「生活、習慣等の違いにより、日常業務に支障がある」をあげている事業

所の割合を示したものである。

26 
 

 
 
 
 これも、選択率が最も高いのは協同組合で選択率は 50.9%であった。ただし、その次に選

択率が高いのは医療法人で 44.7%であり、社会福祉法人は 43.7%で三番目であった。そして、

「無回答」を除くと最も選択率が低いのは地方自治体で 34.2%であった。このように、外国人

労働者の生活習慣等に対する懸念については、コミュニケーションとは異なる傾向が確認され

た。
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そして、表 27は「人件費以外でさまざまなコストがかかる」をあげている事業所の割合を

示したものである。

27 
 

 
 
 
 最も選択率が高いのは社会福祉法人の 24.6%であり、突出した結果であった。「無回答」を

除くと、二番目に高いのは医療法人の 14.4%であり、三番目が民間企業で 12.4%であった。

そして、最も低いのは NPO法人の 7.9%であり、二番目に低いのは社会福祉協議会で 9.0%で

あった。人件費以外のコストとしては、供給するサービスに伴う費用が考えられる。
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そして、表 28は「受け入れ方法や活用方法がわからない」を選択した事業所の割合を示し

たものである。

28 
 

 
 
 
 最も高いのは協同組合で 35.2%であり、二番目は「無回答」を除くと民間企業と社団法人・

財団法人の 25.1%で同率であった。そして、最も選択率が低いのは社会福祉法人で 20.2%で

あった。このように、特に協同組合において、外国人労働者の受入れのための講習会による教

育や研修機会が必要であるだろう。
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さらに、表 29は「その他」を選択した事業所の割合を示したものである。

29 
 

 
 
 
 「無回答」を除くと、最も高いのは 5.0%であり、最も低いのは社会福祉協議会の 1.8%で

あった。
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表 30は、「わからない」をあげた事業所の割合を示したものである。

30 
 

 
 
 
 最も選択率が高いのは、社会福祉協議会の 21.7%であった。そして、その次に高いのは社団

法人・財団法人の 19.6%であった。一方、最も低いのは社会福祉法人で 9.1%であった。した

がって、アンケートの回答における注意事項等についての改善も必要であるかもしれない。
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そして、表 31は「課題はない」と答えた事業所の割合を示したものである。

31 
 

 
 
 
 「無回答」と「その他」を除くと、最も選択率が高いのは NPO法人で 4.5%であった。そし

て、その次に高いのは民間企業で 4.3%であった。一方、最も低いのは協同組合で 0.0%であっ

た。民間企業の回答数が 209 社であることを考慮すると、「課題がない」と答えた事業所につ

いても今後調査が有効であると考えられる。
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最後に、表 32は「無回答」であった事業所の割合を示したものである。

32 
 

 
 

「その他」と「無回答」を除くと、最も選択率が高いのは NPO法人で 7.9%であり、その次

に高いのは地方自治体で 6.6%であった。一方、最も低いのは協同組合で 2.3%、その次に低い

のは社会福祉協議会で 2.6%であった。このように、今回の調査においてはかなり多くの事業

所が回答していたことが改めてわかる結果であった。

４．むすび

筆者は加藤 （2023a, b） と本稿を通じ、介護従事者について重要と思われる点についてクロス

集計表によって分析を行った。まず、本稿のまとめについて述べる。第一に、外国人労働者を

めぐる介護産業の状況は、各事業所の法人形態によって異なる傾向があることが分かった。民

間企業や非営利組織、特に社会福祉法人は、外国人労働者を公共機関よりも比較的多く受け入

れていることが分かった。さらに、受け入れる外国人労働者についても、EPAや留学生、そし

て、それぞれの国籍ごとに法人形態間で差異がみられることも確認された。

第二に、外国人労働者を受け入れていない事業所、特に非営利組織では、外国人労働者を受

け入れるうえでコミュニケーション上の課題をあげる傾向が強いことも分かった。ただし、非

営利組織間においても課題としてあげる事業所の割合は社会福祉協議会や社会福祉法人、そし
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て、NPO法人や協同組合によって異なることも判明した。したがって、「非営利組織」といっ

ても、より詳細にそれぞれの特徴をあげたうえでの分析が今後必要であるだろう。特に、それ

ぞれの組織でどのようなコミュニケーションが行われているのかは重要である5。

今回は、2017 年の介護事業所を対象とした分析によって人員不足と運営状況、そして、介護

福祉機器の導入状況や外国人労働者の受入れについて分析を行った。これらは経済学的にどれ

も非常に重要な点ではあるが、今後の介護産業において特に重要になってくる課題である6。市

場競争とそれに伴う技術発展は、産業自体が存続するうえで必須の要素である7。法人形態の多

様性を維持しながら、市場競争を活性化させていくことは今後の介護産業において非常に重要

である。市場と社会経済、そして、介護事業所についての複合的な分析は今後も継続して行っ

ていくべきであろう。
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